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公務員の不利援処分手続をめぐる法的問題点

一 本稿の課題

回家公務員法 ( 以i、「同公法」という)および地方公務員法 ( 以下「地公法j

という ) は、 公務員が、 法令で定める一定の事由に該当する場合でなければ、

分限処分(免職、 降任、 休職、 降給) を受け、 または懲戒処分 ( 免職、 停職、

減給、 戒告) に付せられることがない 旨を定めている (分限処分 に つき国公法

78条・79 条、 地公法28条、 懲戒処分につき|玉l公法82条、 地公法29条)。 これは、

公務員を任命権者の恋意的な処分から守り、 全体の奉仕者4としての公務員の地

位を保障するために設けられた規定にほかならない。 そして、 これらの規定に

よって裏づけられた公務員の「身分保障]の厚さは、 以下の指摘に見られるよ

うに、 契約関係のもとに置かれた民間労働者の相対的に不安定な地位とは対照

的な 、 現行公務員制度の大きな特色の ひとつと a般に受 け 止められてきた。

「法律による強い身分保障が行われていることは、 民間の勤労者と比較した

場合、 著しい対照をなすものである。 すなわち、 民間の勤労者の場合、 法律に

よる雇用関係の保障としては、 解雇予青および予告手当の制度 (労基法一九、

二0) があるに過ぎない。 そして運用上は、 団体交渉および団体協約の力 に

よって労使聞の雇用問題に対処しているのであるO このような民間の勤労者と

公務員との違いは、 両者の勤務関係が異なるためである。 民間の勤労者の雇用

関係は私法上の契約関係であり、 契約白由の原則の下に、 当事者双方はいつで

も契約を解除できることが建前であるO したがって使用者は、 法律上は法令の

規定に反しない限り勤労者を解雇する自由を有する。 これに対し、 公務員の勤

務関係 (任用行為) は、 公法仁の行政行為であるとするのが通説であり、 行政

の継続性と安定性を確保するため、 任命権者が任意に職員を免職その他の不利

益処分を行うことを認めないのである。
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職員の身分保障は、 職員にとって不利益な処分である分限処分および、懲戒処

分を法律およびこれに基づく条例で定める場合以外は認めないという形で具体

化されている。 そしてもし分限処分または懲戒処分が不当に行われた場合に

は、 不利益処分に関する不服申立を行う権利 ( 法四九条の二) が認められ、 さ

らに違法な これらの処分については行政事件訴訟法に基づいて出訴することが

できる こととされている。 このようによ童、 云重の法律の規定によって職員の

身分は保障されているのであるJ

上記の叙述は今から20年余り前になされた地Jぢ公務員法に閲する叙述である

が、 このように公務員(f-.記 の内容は11]家公務員にもそのまま妥当するもので

ある ) の身分保障と民間労働者の地牧とを対照的に見る伝統的・一般的見解

は、 その後の法改Ifも合めて、 現時点ではさまざまな角度からの見直しがせま

られているといわなければならない。 しかし、 本稿で扱おうとするのはこの問

題そのものではなし~本稿でとりあげょっとするのは、 法定事由によらなけれ

ば不利益処分を受ける ことがないという公務員のこの身分保障が、 上記の指摘

にもあるように事後の行政争訟子続によって担保されている ことは事実である

としても、 事前手続の段階での公務員の処分への関与が、 現行法のもとでは全

くといってよいほど保障されていないといつことの問題性である。 行政手続法

(以下「行子法Jという) の制定を担機に事前手続の重要性が大きくクローズ

アップされてきたが、 公務員j去によってT厚い身分保障を付与されていると一

般にみなされてきた公務員が、 事前千続の段階では全くの無権利状態に置かれ

ているというこの現状は、 現行公務員法制の重大な欠陥といわなければならな

い。 この問題はこれまでも断片的には指摘されてきたものの、 筆者の見る限

り、 まとまった形での考察は現在のところ見当たらない。 本稿は、 この問題に

ついて、 法的観点からの考察を加えようとするものである。

本論に入る前に、「不利益処分Jという語についてひとこと述べておきたい。
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公務員の不利益処分子続をめぐる法的問題点

本稿で不利益処分という場合には、 同公法 ・ 地公法にし追う不利益処分の ことを

指 しているO すなわち、 処分事由説明書 (後述)の交付が必要となる場合につ

いて、 圃公法的条は「職員に対し、 その意に反 して、降給し、降任し、 休職 し、

免職 し、 その他これに対しい ちじる しく不利益な処分を行い、 または、 懲戒処

分を行わうとするとき」 と定め、 地公法49 条は「職員に対し、 懲戒その他その

意に反すると認める不利益な処分を行う場合jと定めている。 両者の聞には、

不利括処分の規定の仕方について必ずしも 致 しない点があるが(前者では

「不利益な処分Jと懲戒処分を区別Lているのに対し後者では「懲戒その他…

…不利益な処分jとされている点、 前者にのみ1"、ちじるしく」の語が付せら

れf走者には付せられていない点、 など)、 一般的には分限処分と懲戒処分の双

方を合めて不利益処分の語が別いられるのが通例であり(凶公法の場合も、「い

ち じるしく不利益な処分J を含め |司法的条のあげる処分を包括して 「不利益処

分」 と呼ばれることが多い)、 処分千続の関係でとくに両者を 巨 別 する必要性

もないので、 本稿では両者を含めた意味で、不利益処分の語を用いることと した

い。 なお、 不利益処分の語は行子法においても用いられているが ( む しろその

方が一般的用法である) 、 両者の関係を論じる場合には、 「公務員( 法上) の不

利益処分j、 「行手法上の不利益処分」というように、 両者の区別が分かるよう

な表記 をする こととする。

以卜、 最初に公務員の不利益処分手続に関する 現行法の規定を概観し

(一)、 行手法が公務貝の不利益処分を適用除外とした趣骨を確認したうえで

(一�)、 不利益処分子続に閲するこれまでの苧説と判例の状況について検討を

加え(同)、 最後にこれらを踏まえた総括的な考察を試みることとしたい

(五入なお、 引用に|祭しては、 原丈における漢数字は算用数字に改めたO

121 



一 現行法の規定

1 処分事由説明書の交付

|玉|公法的条は、 l項において、 不利益処分を行う場合には「その処分を行う

者は、 その職員に対し、 その処分の際、 処分の事由を記載した説明書を交付 し

なければならないjと定め、 2項で、 職員は、 不利益処分を受けたと思料する

場合には上記の説明書 ( 以下「処分事出説明書」という)の交付を請求できる

旨定め、 3 項で、 処分事 由説明書には、 人事院に対して不服申立をすることが

できる旨および不服申立期間を記載しなければならないと定めているO この規

定をうけて、 9 0条� 92条では人事院に対する不服申立についての規定 ( 行政不

服審杢j去の一部適用除外、 不服申立期間、 人事院による調査とその結果とるべ

き措置など)が、 92条の 2 では取消訴訟を提起する場合の不服申在前置を定め

た規定がそれぞれ置かれている。 また、 地 公法も、 49条から51 条の 2 において

これらとほぼ同様の規定を置いている。

ここで留意すべきことは、 仁記の規定に見られるように、 処分事由説明書の

交付は、 「処分の際jに、 すなわち、 すでに確定した不利益処分を相手んに通

知する際になされるものであり、 国公法・地 公法における上記規定の条丈構成

上の位置からも明 らかなように、 処分後の行政争訟手続( 不服巾立.1J政訴

訟) の出発点に当たる手続として位置づけられているものである、 ということ

である (処分事由説明書に不服申立の教示が義務づけられているのは、 このこ

との現われで、ある)。 処分事山説明書の交付は、 一般に不利益処分の事前手続

として紹介されることが少なくないが、 上記のように、 正確にいえばむしろ事

後手続の一環としての性格が強いものであって、 聴聞に代表される ような処分

以前の段階で被処分者の意見を聴取するためにとられる本米の意味での事前手
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公務員の不利益処分千続をめぐる法的問題点

続とはいいがたい。 したがって、 処分事由説明書の交付は、 行政争訟手続に便

宜を与えるというその独白の意義の重要性は否定できないものの、 本稿の検討

対象である告知・聴聞等本来の意味での事前 手続とは区別されるべきものであ
151 

るO

2 事前千続に関する規定の欠如

( 1) 同公j去の場合

そこで、 不利益処分に関する本来の事前手続についての規定を見てみると、

国公法はこれについて何らの規定も置いていない。 もっとも、 国公法74条 l 項

は、 「分限、 懲戒及び保障の根本基準jとして「すべての職員の分限、 懲戒及

び保障については、 公正でなければならない」と定めたうえで、 2 項で「前項

に規定する根本基準の実施につき必要な事項は、 この法律に定めるものを徐い

ては、 人事院規則でこれを定めるJとし ているので、 不利益処分の公正を凶る

ために必要な事前手続は、 人事院規則で定めることができるようになってい

る。 これにもとづいて制定されたのが、 人事院規則11-4 (職員の身分保障) と

人事院規則12-D (職員の懲戒 )であるが、 前者においては、 休職の要件・期間・

復職、 心身の故障を理 由とする降任・免職の場合の医師2 名の診断等が定めら

れているだけであり、 固有の意味での手続に閲する規定はいっさい含まれてい

ない。 また、 後者においても、 わずかに「懲戒処分は、 職員に文書を交付して

行わなければならないJ ( 5 条) とする規定が置かれているにすぎないが、 こ

の規定もまた、 懲戒処分が書面による要式行為で、あることを定めているにとど

まり、 厳密な意味での事 前手続とはいいがたい。

( 2 ) 地公j去の場合

地公法は、 分限処分および懲戒処分の「手続及び効果」に関して、 「法律に

特別の定がある場合を除く外、 条例で定めなければならないJ(28条3項、 29

条4項) と定めている。 ここでいう「法律に特別の定がある場合jの例として
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は、 条件付採用職員・臨時的任別職員の特例 (地公法29条の 2 )や教育公務員

の特例1) (教育公務員特例法、 公立の学校の事務職員の休戦の特例に関する法

律、 地方教育行政の組織及び運営に関する法律) 等があるのみであり、 ー般の

職員の分限処分子続・懲戒処分手続に関しては、 法律の特別の定めはなく、 上

記の条例が存在するのみであるO そこで、 上記条例に閲する総務省の準目Ij ( 条

例案) ( 昭26・ 7 ・ 7地 自乙発第263号) を見てみると、 分限処分手続について

は、 心身の故障を理由とする降任・免職・休職に際しての医師2名の事前の診

断および降任・免職・休職の際の書由の交付が定めら れているだけであり、 懲

戒処分についても、 「その旨を記載した書面をもって当該職員に交付して行わ

なければなら なL リとするI筒条が置かれているにすぎない。 そして、 この点

については、 多くの地五公共団体の条例も、 これとほぼ同内容の規定になって

いるといわれているO 以上を要するに、 地五公務員の不利益処分についても、

国家公務員の場合と同様、 本来の意味での事前手続に関する規定は、 ほとんど

定められていないということになる。

( 3 ) 行政手続jよの適用除外

f也ん会で、 行政手続に関する 叶引士である行手法は、 3 条I項 9号において、

公務員の「職務又は身分に閲してされる処分jについては同法第 2辛から 第 4

章までの規定を適用Lない旨定めている。 第 2章から第4章までの規定のうち

公務員のィ、利益処分に関わるのは、 第 3章の定める不利益処分(行手法の定め

る小利益処分) に関する手続が中心となるので、 卜記の規定によって、 公務員

の「身分に関してされる処分」、 すなわち公務員の不利訴処分には、 行手法卜‘

の不利益処分に閲する子続はし、っさい適用されないということになる。

( 4 ) 不利主主処分子続に関する規定の不存在

以上に見たように、 公務員の不利益処分に関しては、 一方で国公法・地公法

上何ら の手続規定も置かれておら ず、 f也ノ甘で一般法である行子j去の適用が除外

されているので、 現行法のもとでは、 公務員はいっさいの子続土の保障を欠い
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公務員の不利益処分手続をめぐる法的問題点

たまま不利益処分に身を晒さなければなら ない ことになる。 ーで見た公務員の

身分保障の厚さに関する従来の一般的な受け止め方と不利益処分手続をめぐる

公務員のこの無権利状態との聞には、 率直にいって驚くほどの革離があるとい

わなければならない。

三 行政手続法の適用除外

l 適用除外の理由と学説の批判

( 1 ) I特別の規律の関係j

ア 立法関係者の説明

行千法が公務員に対する処分を適用除外とした理由について、 行手法の基と

なった行政手続法要綱案をとりまとめた臨時行政改革推進審議会 (第 3次行革

審) のI公正・透明な行政手続法制の整備に関する答申」によれば、 公務員が

「行政庁との間で特別の規律の関係にある」ためと説明されてい2 0 これにつ

いて、 総務省による行手法の逐条解説は、 「公務員は、 通常の国民とは異なり、

単に行政処分の客体となり得るにとどまら ず、 一方で公務遂行の主体としての

地位を有する者であり、 これに対して監督的な立場から行われる固等の行為に

ついては、 一般の国民に対する手続的な保障を規律する本法を直接適用するこ

とは適当でないjとの解説を加えている。 前者においては「特別の規律の関

係」の具体的内容が明ら かでなく、 後者においては公務員に対する国等の行為

が一般国民に対する行為とどのように異なるのかについての言及がないが、 こ

れらの説明が、 その基本的発想において、 公務員の勤務関係を特別権力 関係な

いし部分社会内部の関係と捉える伝統的な考え方に依拠するものであることは

明ら かである。

たとえば、 上記の逐条解説は、 「処分等の主体と相手方との関係が特殊であ
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るもの ( 部分社会を構成しているもの) J の例として、 行手法 3 条 lJ頁7号 ( 学

校等における学生・生徒等に対する処分) と同項8号 ( 刑務所等における被収

容者に対する処分) をあげたうえで、同項 9号 ( 公務員に対する処分) に関し、

「公務の遂行主体である公務員に対する権利保障は、 公務の公正の確保という

要請との比較考量の観点から、 一般国民に対するものとは同様に扱えない ( な

お、 公務員に対する処分の中には、 合意に基づき形成された部分社会内の秩序

維持という説明が成り心:つものもある。)Jとの説明を加えている。 ここから

は、 在学関係と刑務所収容関係の行手法からの適用除外を部分社会論によって

説明したうえで、 公務員の勤務関係についても、 同と国民の聞の関係との違い

=特殊性を部分社会論の延長線上でとらえている ことを読み取ることができ

る。

イ 学説の批判

しかし、 特別権力関係論ないし部分社会論の観点に1って公務員の勤務関係

を「特別の規律の関係」ととらえて行手法の適用除外を正当化することに対し

ては、 学説の側から強い批判lが加えられているO以下、 その代表的なものをい

くつか紹介しておきたい。

①( 行手法 3 条 l項 7� 1 O日の適用除外の理由を「特別の規律の関係jや

「 般国民とは異なる特殊性」 に求める見解を紹介したうえで) Iしかし、

これらの見解は、 すでに学説1-.否定され、 判例上も援用されることのない

『特別権力関係論J、 および、 その成立の当否が学説卜一問題とされ判例上も

その射程が卜分に定まっていない『部分社会論]が行政手続法に実定法化さ

れているとの理解に立つものであり、 失当である。J (本多滝夫)

②「処分または行政指導について、 当該行為を行う機関またはその性質に

照らしての広範な適用除外事項がある ( 3条l 項)。 ここにかかげられたも

のの中には、 まずその合憲性に疑問のあるものが含まれている。 ……公務員
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公務員の不干IJ益処分手続をめぐる法的問題点

に対する処分等がその例である。 ……これらの除外理山は一様ではないはず

であるが、 右の判断にあたっては、 とくに除外される個別的な立法政策の根

拠の合理性が、 適別範囲にある他の権利利益との比較を通じて吟味される必

要があろうO ……そして、 かりに直ちに憲法上の問題は生じないとしても、

個別的説得的な根拠も示しえずに特別の規律で律せられる関係が認、められる

として包括的に適用除外するのはきわめて疑問であるし、 かりに除外すると

しでも、 それにふさわしい特別の事前千続を整備すべきであろう。J (紙野健

③「国や地)J白治体と……公務員……との関係は、 一般国民との関係とは

異なるところがあるから、 これらの関係における処分や行政指導を適用除外

事項とすることは理解できないわけではない。 ただ、 これらの関係において

手続保障を施す必要がないとはいえないc ここでの適用除外はrli政手続

法J の守備範囲を限定しそれを身軽にするという円的との関係においてはじ

めて正当化されるのである。 従って、 これらの関係において『行政手続法J

をいわば100%適用除外してしまう必要はないのであり、 この点からは、 少

なくとも学生・公務員の退学処分・免職処分のような重大な処分……につい

ても『行政手続法JIの適用が除外さ れていることには疑問なしとしない。」

(芝池義一)

④学生・被拘禁者・公務員に対する処分等は「処分等を行う者と、 相手方

との関係において特殊性、 特別の規律が認められることを理由に、 適用除外

されているO いわゆる特別権力関係における処分及び行政指導については、

一般権力 関係を規律する本法 ( 行手法一一晴山) は適用されないとした。

……しかし、 事後的に取消訴訟が可能であるような処分、 たとえば退学、 免

職等の市民法秩序につながる不利益処分については、 法 3主主 ( 不利益処分手

続一一晴山)の適用が考慮されてよい。J (寺田友子)

⑤在学関係、 在監関係、 公務員関係は、 かつては「特別権力関係と把握さ
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れていた関係で、 今日では、 部分社会論で、 その特殊性が強調される関係で

ある。 ……公務員や学生、 さらに、 在監者に対する処分が、 時として、 重大

な権利侵害となることもあり、 また、 現状では、 処分権者の裁量が比較的広

く認められているということをかんがみると、 それぞれの領域に即した千続

法制の整備が求められる。J(磯村篤範)

( 2 ) 事後審貸手続の厚さ

不利益処分に対する行手法の適用除外のもうlつの理巾として、 処分後の審

査手続ないし事後救済手続の厚さがあげられる ことがある。 たとえば、 行手法

の同会審議において、 高木光参考人は、 公務員に対する処分の適用除外につい

て、 「伊IJえば公務員ですと、 現在公務員には、 事後手続といいますか、 不服審

査の手続が非常に千厚くつくられておりますので、 その事前の手続と事後の手

続をあわせて考える必要がある、 あるいは裁判で争った場合にどうなるか、 そ

の全体の中で組み立てを考える必要がありますのでそういう立味で、は公務員あ

るいは相税の問題というのは今回適用除外して、 別途全体としてどういう手続

があるべきかという形で見直しをするのが適当であるというふうに私は考えて

おりますjと述べている。 また、 後に見るように、 裁判例のなかには、 事後救

済手続の干厚さを理由に告知J'聴聞等の事前手続を経ないでなした不利益処分

を適法とする例がいくつか見られる ( 同の 3参照) 0しかし、 これに対しでも、

学説からは、 以下のような批判が加えられている。

⑥処分に対する子続的規制について、 「同家公務員法および地方公務員法

は、 明丈では、 事後手続を用意しており、 事前手続としては、 処分事由説明

書の交付にとどまっている。 また、 制定法の行政子続i去においては、 公務員

に対する不利低処分を適用除外している ( 法 3 条 l項9号)。 このように、

制定法の定める手続的統制に関する限りでは、 事後手続中心となっている。
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公務員の不利益処分手続をめぐる法的問題点

処分に対する公正行政手続の要請は、 事前・事後の総合的考察を必要とする

が、 わが国では不服申立ておよび訴えの提起に執行停止効巣がなく、 執行停

止要件も厳格な法制をとっていることからすると、 免職処分等の侵害度が強

い こともあるので、 現行法のような事後手続の形式的適用で適正手続の要請

を満たしているとみることはできない。J (塩野宏)

⑦公務員に対する処分の場合には、 「事後の不服申立てが認められている

が、 そのことと事前手続の存否とは、 論理上別の問題である。 なぜなら、 行

政指導や職務命令についてはともかく、 その懲戒処分などには公定力等が認

められている以 上、 事後的救済の機能が理論上も実際上も限界を有すること

は、 すでに周知のところであるからであるoJ (室井)J)

⑧「これらの行為(学生・在監者・公務員・外国人に対する処分一一晴

山) に関する手続の適用除外は、 特別権力関係を温存して、 学生・在監者・

外国人の権利を否定するものであるとの批判…ーもあった……。 なお、 9号

については、 著しく不利益な処分等には説明書交付の制度がおかれ、 これら

の処分に対する事後の救済として人事院その他の機関に対する不服申立制度

が設けられていることも考慮に加えられたと考えられる。I

Iしか しながら、 事前手続の整備充実によって函民の権利保護を拡充する

との視点を重視するならば、 右に述べた批判や指摘には説得力があるO …… 

(原文改行) また、 9号については、 不利益処分等について説明書交付の制

度や第三者機関に対する不服申立制度等の存在が設けられていることが適用

除外の理由であるとしても、 免職等の重大な不利益処分について事前手続の

保障を否定するいわれはないといえよう。J ( 高橋議)

⑨ f (懲戒処分については一一晴山 ) 事前の聴聞等の特別の行政手続を懲

戒権者に要求せず、 代替的に事後救済を厚くするといった方法がとられてい

る。 しかし、 事前の手続保障と不服申立てにおける手続の保障との聞には憲

法上の扱いに相違があるO 事前の行政手続は憲法上の要請であるのに対し、
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不服申立ての手続については憲法上の問題は原則として生じないからであ

る。 したがって、 国家公務員に対する不利益処分について、 特別の事後救済

手続きの存在を事前手続の不存在または簡略さのIf当化の ‘般的な論拠とす

ることはできない。J (本多滝夫)

⑮「公務員の免職処分は直ちに効力を生じて、 争っても、 公務員はとりあ

えず職を離れなければならず、 きわめて不利益な立場に立つ。 これは行政手

続法の適用外とされたが(行手 3 条 1 項9号)、 事後の不服審査ではとうて

い十分な救済にな らないか ら、 事前手続をおくべきであった。J(阿部泰隆)

2 考察

( 1) 適用除外の問題性

以上、 不利益処分に対する行政手続法の適用除外の理由としてあげ られる2

つの議論とそれに対する学説の批判を紹介してきた。

このうち、 まず第lの議論については、 なによりも、 官吏関係の特殊性を根

拠づけるための理論として歴史的に形成された特別権力関係論が、 学説上すで

に彼綻した過去の理論となっていることをここで改めて確認しておく必要があ

る。 判例においても、 戦後の下級審のいくつかの裁判例を別とすれば、 公務員

の勤務関係を特別権力関係ととらえる例は現在ほとんど見られなしミ。 このよう

な状況のもとで特別権力関係論に代るものとLて判例によって提唱されたのが

部分社会論であるが、 これに対しでも学説の側か ら強い批判がI�Jけ られている

だけでなく、 同公立大学の学牛今の懲戒処分や地方議会の議員の懲罰について司

法審査の限界を画するための理論として提唱されたこの理論を、 公務員の不利

益処分に対する行手法の適用除外を正当化するための論拠として持ち出すこと

自体、 筋違いの議論といわなければならない。 特別権力関係論にせよ部分社会

論にせよ、 現代の法治国家のもとでは、 公務員の不利益処分に対する行手法の

適用除外を正当化する論拠としては、 とうてい受け入れられうるものというこ
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とはできない。

つぎに、 事後手続の厚さという第 2 の議論については、 多くの学説が批判す

るように、 少なくとも事後子続の子厚さが事前手続を手薄にしてよい理由には

ならないと考えるべきである。 この点では、 むしろ、 ほ己⑥と⑦の学説が、 現

行の事後救済千杭そのものの限界を指摘して事前手続の整備の重要性を強調し

ている点 こそ、 ここでは重視すべきであろう。

以上の ことから確認できることは、 2 つの議論とも不利益処分に対する行子

法の適用除外を根拠づけうるものではないということである。 適正手続の整備

を不可欠の要請とする今日の法治主義のもとにあって、 不利益処分に対する千J

手法の適用除外を正当化しうる説得的な理由を見出すことは、 きわめて困難な

課題というほかない。

( 2  ) 適用除外の趣旨

ところで、 不利益処分に対する?丁子法の適用除外は、 一般に、 公務員関係に

おける手続の適正化の必要性を否定する趣旨ではないとされている。 この点に

つき、 前記の「公正・透明な行政手続法制の整備に関する答申」では、 行手法

の適用除外について、「ただし、 このような場合においても、 行政運営の公正

の確保と透明性の向上を図る観点から現行手続規定について必要な見直しが行

われ、 手続のいっそうの整備、 充実が図られる ことが望まれるjとし、 総務省、

による逐条解説も、「公務員に対する処分等に適した手続の整備については、

必要に応じ、 公務員管理の基本法である同家公務員法、 地方公務員法等の体系

の中で適切に処理されればよいとの考え方から、 これを適用除外としている」

と解説している。 また、 立法作業に携わった仲正は、「行政子続i去の適用が除

外された分野は、 あくまでも『行政子続法に規定する諸手続の適用j がなじま

ないと判断されたものであって、 その分野においては手続保障が 品切不要であ

るとの判断をしたということで、はな引 とした うえで、「今後、 了続の整備に

ついて論ずる場合には、 単に一般法たる行政手続法の『限界』の指摘、 あるい
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は除外措置の『是非』の指摘のみでは不十分であり、 適用除外措置が講じられ

た行政領域において、 どのような手続整備が望ましいのかの具体的な提言が求

められようO 具体的な提言を基にその必要性をも議論し、 改善の方向性を探る

などの建設的な検討が進められることが期待される」 と述べているO

以上の指摘に加えて、 とりわけここで重視しておきたいのは、 行政手続法要

綱案の策定に当たった第3 次行革審の「公正・透明な行政手続部会I の部会長

代理であった塩野宏が、 ジュリスト誌での座談会において、 再三にわたって不

利益処分に対する行手法の適用除外の問題性を指摘する室井力 の発言に対し

て、「適用除外は、 この法律を適用しないということであって、 適用除外され

た者の人権に関する手続的な保護が要らないとか、 あるいはよけい要るのだと

か、 そういうことは一切言っていないのです。 ……公務員の場合でも、 公務員

の人権保障の観点から手続規定はどうあるべきかというのは公務員法でお考え

いただきたい……ということなのですjと応じたうえで、 「公務員でも、 この

規定が出ますと、 およ そ聴聞なしで、 処分事由説明書だけポンとくっつけて
(28) 

『これでどうだ』というようなわけにはもういかないと思います」、 とするき

わめて作日すべき指摘を行っていることである。

これらの指摘から分かることは、 不利益処分に対する行子法の適用除外は、

公務員法による不利益処分手続の整備と一体のものとして ( 少なくとも、 それ

と密接な関連をもつものとして) 考えられていたということ、 したがってま

た、 不利益処分を行子法の適用除外の対象とするのであれば、 行手法制定と合

わせて(または行手法制定からそう遅くない時期に) 不利益処分手続の整備が

公務員法制のなかで別途凶 られるべきであると考えられていた、 ということで

あるO
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四 不利益処分手続に閲する学説・判例の状況

1 学説の状況

二と二二で述べた ことを合わせ考えるならば、 ー方で行手法が公務員に対する

処分を同法の適用除外としながら、 他方で凶公法. 1也公法が行手法に代わりう

る適切な手続規定を欠いたまま位置されているとし寸 現状は、 公務員に対する

手続的権利保障の観点から見てきわめて重大な問題であるだけでなく、 適用除

外を定めた行手法の趣円にも反するものである。 学説の大勢がこのような現行

法制の現状に批判的であることは三の1で見たとおりであり、 実際、 実務的解

説書の類は別として、 不利益処分の手続として法定の処分事由説明書の交付だ

けで足りるとする見解は、 学説においては皆無といってよい。 n:目すべきこと

は、 学説のなかには、 適用除外に対するす一法論上の批判にとどまらず、 さらに

進んで、 公務員の不利益処分に対する適正手続の必要性を憲法論を含む解釈論

として説く見解も少なくないということであるO 以下、 いくつかの代表役な且

解をあげておきたい(なお、 重要と思われるf刷所に便宜上下線を付Lてあ

る)。

⑪ (前記⑥の叙述に続けて) I処分事由説明書に加え蝦恩斗五ゴム主張感

走競走見聴開設思惑乏主免必支技生ど広主主よ及撲会ゑ烹最児主主生えよ友
(2手j

憲法主麦i貫主怠ゑ主度主主ゑ。J (塩野宏)

⑫公務員に対する処分は行子法の適用除外となっているが、「しかし、 憲

法の観点から見れば、 このようにLて除外された手続について、 憲法的な手

続的な保護が不必要だというわけではない。 それぞれの特殊性ゆえに特別な

手続が必要で、あり、 行政手続法の一般的規定を適用すべきではないとして
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も、 憲法般生麦提由之丘二ム之具主主ゑ悪知県主主主ゑ去最見史j里担主主ゑ
忽玄ゑゑ。 従って、 これらの手続には行政手続法の一般的な手続的保護が及

(初)
虫夏来空昆￡虫泉主玄本立見込民主主主主工。J(松井茂記 )

⑬「……公務員への不利益処分…ーなど、 非常に広範な適用除外が設けら

れているということは懸念されます。 ……(原丈改行) もし、 法律によって

十分な手続が保障されていない場合には、 憲法から直接手続的デュー・プロ

セスの権利が保障されていますので、 最低限度必要な公正な手続が採られな

主憲法違民ζゑゑ主主三ふ主主ヱ見乏どな与見込具己主ゴこ。J(松井茂記)

⑭憲法:31条の適用範聞については、「刑罰に限らず、 同出を拘束するその

他の場合についても、 性質の許す限り、 31条の前記の要請が及ぶと解する方

が、 基本的人権を尊重する憲法の精神に適合する。 これについては、 さらに

事項を分かつて検討する必要がある。 ・…ー(原丈改行 ) 余類息志会生ゑ慾感

之ゑゑ-LJ 橋本公且)

⑬「公正手続の要請は、 分野によってはす法上の子続規定によって相当程

度に具体化されているものもあるO …… このような場合はすJ去のさだめると

ころによるが、 その他の場合にあっては、 上記代表的判例IJ(個人タクシ一事

件・群馬中央パス事件に関する最高裁判例のこと 晴tJj) における最肖裁

判決による法用の妥当範囲・程度の問題として扱う必要がある。若干の主要

例をとりあげよう。(原文改行 )制裁的処分のう ち、 営業免許の取消、 余類

員の懲戒免職処分などにあっては、生計の基礎となるべき身分を喪失させる
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ことは、 決してすべてを行政の白白に委ねることを意味するものではなく、

かえって、 行政庁が公正な手続を経ることを暗黙の前提として裁量を付与し

たものであるという原則論が、 この場合にも妥当するであろう。 少なくとも

立公之友県ゑなゑ3及。J (刊す悦ー)

⑪「懲戒処分とくに懲戒免職処分のような重大な制裁的処分については、

事前に処分理由を被処分者に告知し弁明の機会を号えることは処分の適正の

観点からも被処分者の権利保護の観点からもぜひ必要なことであり、 立法論

としては早急、に認められるべきことである。 しかし、 問題は懲戒手続におけ

る告知・聴聞の要請が明文化されていない今日、 判例法によって解釈論とし

てこれを認める ことができるかにある。JI法律が懲戒処分における事前手続

を明走していない現状においては、 これを判例法においてただ ちに突然導入

する ことはドラスティックの!惑を免れない」が、 「懲戒処分につき事前の告

知・聴聞を必要とするとの判例、 つまり、 実体法上の違法・適法にかかわら

ず手続卜ーの違法だ、けで、処分を取り消す判例が登場する ことが期待される。」

(阿部泰隆)

⑬公務員の不利益処分には行手法の適用がなく、 判例も懲戒処分手続を任

命権者の裁量に属するとしているが、「懲戒処分にあっては、 服務違反事実

の公的な調査が不可欠なはずである( 事実誤認は裁量権の範囲逸脱とな

るL(原丈改行)現に、 懲戒処分手続の出発点として、 公的な調脊が必ずな

され、 そ こにおいて本人からの事情聴取も行われているのであるから、 その

際に、 懲戒の『公正」原則(地公法27条l項)に適う“公証手続の運用意識"

が担当管理職の側に必要と考えられるo( 原文改行) もっとも、 取締り行政

kの許可免許取消処分に先立つ正式『聴聞』のように、 刑事訴訟モデルであ
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る必要はなく、 懲戒事由・服務違反にかかわる本人弁明は、 事情聴取の際

に、 上司の指導助言を伴ないつつの質疑応答であってもよかろう(供述調書

等の公的記録の本人確認は必須として) 0 J (兼子仁)

⑩「懲戒免職処分は、 公務員にとり極刑ともいうべき不利 益処分であるの

で、 処分の基礎となる事実認定には、 械力 慎重さが要求されるといえよう。

従って、 被処分者に対し告知・聴聞手続を保障することは、 事実認定に正確
(39) 

を期するうえで重要な意味を有すると与えられる。J Iまず、 憲法31条は、 行

政手続にも適用あるものと解し、 1J政処分の公正子続がこの憲法31条により

要請されるものとする。 そして、 懲戒処分にかかわる地公法の規定は、 この

憲法31条の要請に合致するよう解釈されねばならなしミ。 この観点からすれ

ば、 地公法27条1項のいう懲戒処分の公正には、 手続的公正が含まれると解

し、 かつ、 懲戒免職処分の件.質からして、 子続的公正の具体的内容として被

処分者に告知・聴聞の手続が含まれると解すべきである。 ……従って、 会周l

ゑι民ふ立担ム患風切民主点ぷ愚念出ら立護基金足思思えL主連法主
ゑゑよ賎玄ゑ。J(島田陽一)

⑮(前記⑨の指摘に続けて) I懲戒処分が公務員にもたらす不利益の程度

を考慮すると、 処分事由説明書に加え、 公務員に対L�民全忽友京三三忽意思

@i事後救済による公務員の権利保護が十分になされるかについて問題が

あるため、 任命権者としては慎重に不利益処分をしなければならないし、 ま

た、 公務員の不利括処分に対する事前救済千続としての行政手続が早急に完

備される必安がある。 すなわ ち、 公務員に対する不利益処分が決定される前

に、 主想議処免玄立立よ之主主三とゑゑ楚思ヨ叫仏よゑ主主克良企友恵J毛
皮主鼠免異ふぷゑぶ投丈灸友曳ム主蕗史度会玄是主免三主玄ゑゑ。 したがっ
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て、『適正な法の手続Jの保障という観点、からの法律の改正ないしは制定が

必要である。J (田中館照橘)

@i分限処分の手続として、 条例準則の規定するものだけでは不十分であ

ろうO むしろ、 分限処分制度は職員の身分上の不利益取扱に対して制限を加

え、 一方で公務の能率的遂行や適正な運営を考慮するものであるとともに、

他方で公務員の身分保障のための制度でもあることが手続上も徹底して考え

られなければならない。 そうだとするならば、 分限処分として行なわれる降

任処分や免職処分については、 労基法の解雇予告や解雇制限以上に、 より具

体的な事前手続的規制が特にのぞ、まれるといえるし、 その他の処分について

も、 任命権者の裁量権の手続的拘束をより具体的に強化する必要があると思

われるO 特に職務に必要な適格性を欠いているという理由で降任や免職が行

なわれる場合などには、 事前に木人=被処分者にも弁明の機会を与える必要

があると思われる。J (原野彊)

2 学説の考察

以上、 不利益処分手続に関する学説の状況を概観してきたが、 これらの学説

状況について確認できる こととして、 ここでは、 とりあえず以下の4点をあげ

ておきたい。

第1点は、 以上にあげた学説の見解は、 不利益処分一般を対象に論じたもの

(む3⑬⑪)、 分限処分を対象に論じたもの (⑫)、 懲戒処分を対象に論じたも

の (⑭⑮⑬@)、 懲戒免職処分を対象に論じたもの(⑮⑪⑩)、 の 4 つに分けら

れるという点である。 このう ち、 後二者については、 そこで述べられている見

解が懲戒処分または懲戒免職処分に限って妥当するという趣旨なのか、 それと

も不利括処分一般にも妥当するという趣旨なのかは、 記述だけからは必ずしも

明確でない。 懲戒免職処分が不利益処分のなかで最も重大な処分である こと、

また分限処分よりは懲戒処分のほうが一般的に不利益度が大きいと見られてい
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ることか ら、 記述に当たってたまたま懲戒処分・懲戒免職処分を例にあげて論

じたと見ることもでき、 必ずしも懲戒処分・懲戒免職処分に限定した議論とと

らえる必要もないと忠われるが、 こ こでは、 後二者の議論を、 少なくとも懲戒

処分・懲戒免職処分については告知・聴聞等の事前手続が必要である、 とする

議論として整理しておく こととしたしL

第2 点は、 上記の見解のう ち、 多くのものが公務員の不利益処分ないし懲戒

処分に際して告知・聴開などの事前手続が要求される ことを、 単なる立法論と

してではなく、 解釈論の次元で主張しているという ことである。 その根拠につ

いては、 憲法31条を始めとする憲法上の要請をあげるもの(也⑫⑬⑭⑬)、 憲

法には直接言及せずに判例法理をあげるもの(⑬)、 相手方の権利保護の必要

性をあげるもの ( ⑮)、 適正手続の要請をあげるもの(⑮)、 などに分かれてい

るが、 いずれにしても、 告知・聴同等の事前手続の必要性が それを欠いた

処分が違憲ないし違法になるという意味で 解釈論として説かれているとい

う ことは、 きわめて注目される点である。 また、 立法論に重点が置かれた⑮と

⑪については、 いずれも行手法制定よりもかなり以前の見解であることを考慮

にいれておく必要がある。

第3 点 l土、 要求される適正千続の内容について、 多くの論者が処分理由の??

知と聴聞をあげている点である。 このうち、 告知は、 聴聞に先立って予定され

る処分の内容や処分の原因となる事実等を被処分者に告げることをいい、 決定

i斉みの処分の相手方への通知と同時になされる処分事由説明書の交付とは異な

るものである。 また、 聴聞は、 行手法において不利益処分(行手法上の不利益

処分 ) に3たっての ー般的子続として弁明の機会の付与とともに制度化された

ものであり、 相手んの権利保護の観点から見て最も重要な事前手続と位置づけ

られているものである。 も っ とも、 なかには、 弁明の機会の付 与をあげるもの

や (⑪② ) 、 質疑応答程度で足りるとするもの (⑬) もあるが、 これ らの立場

にあ っ ても、 被処分者の意見や弁明を聴く機会を全く設けずに不利主主処分ない
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し懲戒処分を行う ことが法的に許きれないことになる ことはいうまでもない。

第4 点は、 これらの見解のうち過半のものが、 行手法制定以前に公にされた

ものであり(�⑬@⑬⑮⑪)、 その多くのもの (⑭⑮⑫⑬) が公務員の不利益

処分における告知・聴聞の必要性を解釈論として説いているという点である。

行手法制定以前の段階ですでに こうした見解が広く説かれていた ことは注目す

べきことであり、 行手法制定以降はこうした見解がいっそうの説得力をもつ こ

とになることはいうまでもないの

3 平iJ例のj犬況

不利益処分の千続が問題となった裁判例は、 それほど多くはない。 筆者が日

にすることのできたものを古いものから}II良に列挙すると、 以下のようになる。

いずれも懲戒処分に関するもので、 う ち停戦処分が問題となった[lOJ[l2J 

[l4]、 戒告処分が問題となった[ 9 Jを除き、 すべて懲戒免職処分が問題と

なった事例である。

[ 1 J最 2小判昭31・ 7 ・ 6民集10巻 7号819頁

[ 2  J宇都宮地判昭34・12・23行裁例集10巻12号2597 貝

[ 3 J浦和地判昭40・ 3 ・24行裁例集団巻3号508頁

C4 J甲府地判昭42・ 7 ・29判時495号80頁

[ 5 ]甲府地半IJ昭52・ 3 ・31判タ3 5 5号225頁

[ 6 J 東京高判昭 54・ 2・26判タ386号111頁 ([ 5 Jの控訴審)

[ 7]東京地判昭58・ 7 ・27判時1089号139頁

[ 8 J東京地判昭59・ 3・29判時1109号132頁

[ 9 ]束京高判昭60・ 4 ・3 0行裁例集36巻4号629頁 ([ 8 ] の控訴審)

[lOJ広島地判昭61・11 . 19労働判伊1]492号52頁

[11J名古屋地判平2・ 5 ・28労働判例577号62貞
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[l2J広島高判平 2 ・9 ・13労働判例572号85貞([lOJの控訴審)

[13J名古匡高判￥3 ・ 3 ・27労働判例588号58頁([llJの控訴審)

[l4J最2小判平3 ・ 4 ・26労働判例587号2 頁([l2Jのk告審)

[l 5J最2小判平4 ・ 1 ・24労働判例604号11頁([9 Jの上告審)

[l6J東京地半IJ平11・4 ・22判タ1047号177頁

[l7J I吋 山地判平15 ・ 3 ・11公務員関係判決速報327号2 頁

[18J大阪地判平18・9 ・27労働判例J924号165頁

[l9J津地判平成19・4 ・26 判例地方白治294号47頁

[20J名古陪高判平20・2 ・20判例地点自治307号65頁([19Jの控訴審)

こ れら のう ち 、 まず、 不利益処分手続に関して何ら かの法令の規定が存在す

る場合に、 その規定に違反してなされた処分を違法と したもの と して[lJと

[4 Jがある。[ lJ は、 白治体警察時代のものであるが、 「山田町警察基本規

程第94条が懲戒委員会の審理開始前予め懲戒申立書の写しを送付すべきことを

定めた趣 旨は、 こ れ により被審人に予め白己がいかなる事由に より懲戒を申し

立てられたかを知らしめ、 防御J]i去の準備をする機会を与えることにあり、 こ

の趣骨からすれば、 懲戒申立書の写 しを送付しないで開始された審理の結果

は、 被審人 (上告人) の同意がない限り委員会の判断の資料に供しえないもの

と解さざるを得ないjとして、 懲戒申立書の写しを送付しないで開始された懲

戒委員会の審理の結呆にもとづく懲戒免職処分を違法としたものであ仏

[4 Jは、 教育公務員特例法 9 条2項、 5 条 2項. 3 項により審査事由を記載

した説明書を交付し[ J頭または書面で陳述する機会をうえなければならないの

に、 この手続を踏まずにされた公立大学教員の懲戒免職処分を違法として取り

消したものである。 これらは、 問題となった不利益処分について個別の手続規

定が存在するという例外的な場合に相当するものであり、 当該規定に違反した

手続でなされた処分を違法とした判示も、 当然の判断として首肯できるもので
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ある。

ここでの重要な問題は、 手続に関する規定のない A般の公務員の不利益処分

について、 告知・聴同等の子続をとることなしに行われた処分をどのように考

えるか、 という点にある。 これについては、 多くの裁判例がこれを適法と判断

している。 その理山は判決によって必ずしも共通していないが、 ①告知・聴聞

等の事前手続につき法令の規定が存在せず、 かかる子続をとるか百かは処分庁

の裁量に委ねられていること ((3 J ( 7  J (lOJ (12J [14J (18J [19J (20J)、

②事実認定や処分内容に影響を及ぼす可能性がある場合には告知・聴聞等を欠

いてなされた処分は違法となるが、 本件処分はそれに該当せず違法ではない こ

と ([ 8 J (19J (20J)、 ③庁知・聴聞等の手続をとったと しても事実認定や処

分の内容・結果に影響を及ぼすとは認められないこと ([9 J (18J)、 ④不利益

処分によって公務員が受ける不利益は国民全体の奉仕者としての公務員の身分

にかかわるものであり、 崎支国民が刑罰を科せられることによって受ける権利

侵害や損害とは質的に異なること([16J[l7J [l9J [20J)、 ⑤不服申立を含む

事後救済制度があるので身分保障に欠けることはないこと ((16J [17J)、 等が

あげられている。

これに対して、 何らかの根拠に依拠しながら法令の規定がなくとも告知・聴

間等の千続が法的に要求されるとしているのが、 [ 2 J ( 5  J (l1Jの 3 判決で

ある。 このうち、 [ 2 Jは、「いやしくも原告の教育公務員としての身分を奪う

ような重大な処分をするについては、 何等かの方法によってその弁解を聞くべ

きことは条理上当然に要請されることと考える」とし、 [ 5 Jは、 「懲戒処分の

不利益処分としての性質に鑑みると、 被告委員会が地克公務員法第29 条に基づ

く懲戒処分、 とくに公務員にとって極刑ともいうべき懲戒免職処分をするにう

たっては、 事前に処分さるべき当該職員に問題とされている事件の内容を具体

的に告知し、 当局が嫌疑の根拠としている資料の実質的内容を知らせ、 弁明と

防御の機会を与えること (以下右の手続をf公正な告知と聴聞の手続』とい
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う。 ) は、 イギリスi去にいわゆる『自然的正義j(Natural Justice)の要請する

ところといえよう。 そうだとすると、 被告委員会としては、 仮に当該職員に対

し告知と聴聞の機会を履践しでも、 実体的判断を左右するような弁明と資料が

提出されるIIJ能性が全くないような特別の事情がない限り、 公正な告知と聴聞

の手続を属践しないままに懲戒権を行使することは裁量権を逸脱するものとい

わなければならないjと述べ、 [llJは「地公法29 条に基づく懲戒処分を行う

にあたり、 条例等 によりその子続が規定されていない場合においても、 懲戒処

分の不利益処分としての性質にかんがみ、 憲法31条の趣旨に則り適正な子続の

保障がされるべきであり、 原則として被処分者に対し青知と聴聞の機会を与え

る必要があるものと解される」 との判断を示しているO

4 判例の考察

以上の判例を全体として見るならば、 裁判例の多くは、 告知・聴聞等事前手

続に閲する法令の規定がないことを基本的理由として、 事前子続の採否を行政

庁の裁量とみなし、 告知・聴聞等に対する被処分者の権利性を百定して、 何ら

の手続を踏むこともな しになされた不利益処分を適法とする立場に立っている

といってよい。 このことは、 学説の多くが、 法令の規定の欠放にもかかわらず

告知・聴聞等の機会の付与を何らかの意味での法的要請と考え、 それを欠く不

利益処分を違法とみなす傾向にあるのと対照的である。 これらの裁 判例の多く

は行手法制定以前のものであるが、 行手法制定以後の裁判例([16J以下)に

おいてもこの傾向は基本的に変わるところはない。

このような判例の手続軽視の傾向が何に起悶するものであるかについては、

断定的なことはいえないが、 一般国民との関係ではそれなりに手続重悦の傾向

が見られること ( 個人タクシ一事件や群馬中央パス事件、の最高裁 判決を想起さ

れたい)と対比するならば、 公務員の勤務関係を特殊なものと考え、 一般権力

関係において認められる市民的権利も公務員には制約されてもやむをえないと
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考える特別権力関係論や部分杜会論の影響が判例においてはなお払拭されてい

ないこと、 憲法判断に椋度に慎重で立法裁量や行政裁量を過度に承認Lょうと

するわが固の裁判所の根強い傾向がここでもまた現われていること、 などを指

摘できると息われる。

しか し、 こうしたなかにあっても、 上記 3判決が、 憲法31条や条理、 さらに

は外国法にまで言及しながら告知・聴問等の子続を法的要請と明確に位置づけ

る判断を示していることは、 注目すべきことといわなければならなし、五で考

察する不利益処分における事前手続の重要性を踏まえるならば、 今後の裁判所

に求められるのは、 まさにこう した子続重視の思考、 すなわ ち手続規定の欠歓

を憲法原理や条理 によって充填 しながら、 公務員に対 しでも一般国民と同様の

手続的権利を保障していこうとする姿勢にほかならない。

五 総括的考察

l 行政手続における適正手続の保障

行政手続に対 しても一般的に憲法上の適正手続の要請が働くことについて

は、 今日、 多くの学説の承認するところとなっているO このことを前提とした

うえで、 現在の議論の焦点は、 適正子続の要請の根拠を何に求めるのか、 ま

た、 適正手続の要請が及ぶ行政手続の範囲をどのように考えるのか、 という点

に向けられている。 このうち、 前者については、 憲法31条説、 憲法13条説、 憲

法31条・13条併用説、 子続的法治凶説などの諸説が提示されているが、 いずれ

の説に立つにせよ、 現行憲法の採用する民主的法治主義の原理が、 実体的権利

のみならず手続的権利の保障の要請をも含むものであることは、 今日広く承認

されている事柄といってよい。

問題は、 適正手続の要請が及ぶ行政手続とはどのような手続かという点であ
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る。 行政手続に対しても憲法上の適正手続の要請が一般的に及ぶとした場合に

も、 具体的に行政機関のどのような行為に対してどのような手続が必要となる

のかについては、 なお相当の程度において立法府の裁量に委ねられていると考

えられ、 事前手続を欠く行為のすべてが違憲であるとまではいえないからであ

る。 この点については、 周知のように、 いわゆる成田新法事件に関する段高裁

平成4年7月1日大法廷判決(民集46巻 5号437頁) (以ド 「大法廷判決」とい

う)が、 「憲法31条の定める法定手続の保障は、 直接には刑事手続に閲するも

のであるが、 行政子続については、 それが刑事手続ではないとの理山のみで、

そのすべてが当然に同条による保障の枠外にあると判断することは相当ではな

いjとしたうえで、 「一般に、 行政子続は、 刑事手続とその性質においておの

ずから差異があり、 また、 行政H的に応じて多種多様であるから、 行政処分の

相手応に事前の告知、 弁解、 防御の機会を与えるかどうかは、 張感悠ゑi三本江

鎖思支乏立会提到主�慈烈主主ぶ民農〕制限D長度ふ立政思ゑ広主九連呉」よ3
ζ玄ゑ会議免田賓J度~患急蛙主支設立喪長与�決定されるべきもので、あっ

て、 常に必ずそのような機会を与えることを必要とするものではないと解する

のが相当であるJ (下線は晴山)との判断枠組みを示している。 大法廷判決の

この判断は、 学説における「これまでの議論の結果を集約するものJと評され

るものであり、 以下では、 同判決の示す判断基準に従って公務員の不利益処分

手続に憲法上の適正手続の要請が及ぶかどうかについて検討を加えることとL

アニいc

2 公務員の不利益処分と適正手続

日己大法廷 判決は、 r1J政処分の相手方に事前の告知、 弁解、 防御の機会を

うえるかどうかj の判断基準として、 「行政処分により制限を受ける権利利益

の内科、 性質、 制限の程度J (以下これを「第I 基準jという)、 および「行政

処分により達成しようとする公益の内容、 程度、 緊急性J (以Fこれを「第2
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基準jという)とL 寸相対立する 2 つの判断基準を提示している。 もっとも、

同判決においては、 その後に「等jの語が付加されたうえで、 これらの諸要素

を「総合較量して決定されるべきもの」 とされているので、 上記 2 つの基準以

外の要素も総合較量のなかに合まれうることになるが、 基本的には、 上記 2 基

準の比較較量によって事前予続の要否を決すべきとするのが大法廷判決の趣冒

と見るべきであろうO

( 1 ) 第1 基準から見た場合

ア 行手法上の不利益処分

太法廷判決は、 第l某i宇+について「行政処分により制限を受ける権利利益の

内容、 性質、 制限の程度」と述べるにとどまり、 その具体的内容については直

接触れるところがない。 したがって、 いかなる権利利益がいかなる程度の制限

を受けた場合に事前千続が憲法上必要になるかについては、 これだけからは明

らかではないが、 問題となる権利利益が一散的抽象的なものではなく、 特定餌

人にかかわる具体的な権利利益であって(生命・健康・安全にかかわる権利、

財産仁の権利利益など )、 それに対する制約の度合いが相対的に高いという場

合には、 第l 基準から見て事前手続が憲法仁必要となるケースに該当すると考

えてよいであろう。

この点で参考になるのが、 行子法における不利益処分の定義である。 すなわ

ち、 行手jよ♂ 2 条4 号は、 -u千法上の不利益処分を「行政庁が、 法令に基づき、

特定の者を名あて人として、 直接に、 これに義務を課し、 又はその権利を制限

する処分jと定義したうえで、 事前手続の巾核的制度である聴聞・弁明の機会

の付号を処分庁に対して義務づけている。 このことは、 行手法上の不利益処分

が、 特定人の権利利益に対して最も強度な制約を課すものであり、 したがって

また、 事前千続の必要性の最も高い処分であることを示しており、 上に述べた

事前手続が憲法上要請される典型的な処分に該当するものということができ
(50) 
る。
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イ 公務員の不利益処分

そこで、 以上を踏まえて公務員の不利益処分が行手法上の不利益処分に該当

するか否かについて考えてみるO まず懲戒処分についてみると、 免職、 停職、

減給が行手法上の不利益処分に当たることは改めて指摘するまでもないであろ

うO 問題となるのは、 懲戒処分のなかで 最も軽い処分である戒告処分である

が、 これについても、 法律にもとづく正規の懲戒処分であり(この点で、 事実

上の措置にとどまる訓告や厳重注意などとは決定的に異なる)、 人事評価を通

して給与上の不利益へと結び付けられる運用がなされていることから見ても、

行手法上の不利益処分に該当するものと考えることができる。 つぎに、 分限処

分のう ち、 免職、 降任、 降給が行手法上の不利益処分に当たることはその内容

上明らかであるが、 休職も、 「本人の意に反する」処分であって、 休職期間中

は給う上の不利益も伴うこととされているので、 これまた行手法上の不利益処

分に該当すると考えてよいであろう。

このように、 第l基準から見た場合、 公務員の不利主主処分は、 分限処分たる

と懲戒処分たるとを問わず、 すべて行手法上の不利益処分に該当するものとい

うことができる。 この点からするならば、 公務員の不利益処分は、 憲法上の適

正千続の要請が及ぶ処分、 大法廷判決の表現に即していえば、 「行政処分によ

り制限を受ける権利利益の内容、 性質、 制限の程度」から見て「行政処分の相

手方に事前の告知、 弁解、 防御の機会を与える」ことが憲法31条によって要請

される典型的な処分、 ということになる。

( 2  ) 第 2 基準から見た場合

公訴の内容・程度・緊急性という第 2 基準は、 総合較量において第I 基準と

対立する要素であり、 仮に第 1 基準に該当する処分であっても、 この第 2 基準

の方が優越する場合には事前手続の欠如は違憲とはいえないという関係にあ

るO ところで、 この基準のなかで最も重要なものは「緊急性」の基準である。

なぜならば、 事前手続の重要性を踏まえるならば、 行政処分によって達成しょ
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うとする公益の内容・粍度がいかに重要なものであるとしても、 緊急の必要性

がなければ、 事前子続を経ないで処分をすることは正当化されえないからであ

るO したがって、 事前手続を経由 しないことが許されるのは、 事前手続を踏む

だけの時間的余裕のないほど差し迫った緊急性が認められる場合に限られると

解すべきであり、 この意味で、 第 2 基準のなかの「公益の内容・程度Jは、 そ

れ独自では判断基準とはなりえず、 あくまでも「緊急性jとの関連において意
(541 

味をもっ基準ととらえるべきことになろうO

この点は、 不利益処分に関する行千法の規定からも裏づけることができるの

すなわち、 行手法13 条 2項は、 例外的に意見陳述手続(聴聞・弁明の機会) を

省略することのできる場合を定めているが、 そこには、「公益仁緊急に不利

益処分をする必要があるため、 前項に規定する意見陳述のための手続を執るこ

とができないときJ (同項1号 )という規定が置かれている。 ここでは、「公益

上jは「緊急に不利益処分をする必要jを修飾する詰として用いられており、

緊急性の要件と離れて公益上の必要性がそれ単独で意見陳述手続を省略するこ

とのできる開由とはされていない。 しかも、 この「緊急'陀」の要件は、 災害等

による被害の発生・拡大を防止するための処分など、 きわめて限定的な意味に

解されていることに留意する必要がある。

以上の観点から公務員の不利益処分について考えると、 ー般に、 公務員の不

利益処分について、 事前手続を経ないで処分をしなければならないほどの緊急、

の必要性が認められる事態というものは、 現実的にはほとんど想定することが

できないといってよい。 公務員の不利益処分が任命権者と公務員との間でのみ

なされ第三者の利害が絡むことはそれほどないこと、 また、 事前手続に要する
(561 

期間も通常それほど長期にわたることはないことを考慮するならば、 公務の円

滑な運営、 公務に対する国民の信頼の確保の観点から処分の必、要性がいかに大

きな場合であっても、 事前の手続を踏むことなしに不利益処分をしなければな

らない程の緊急、性があるというケースは、 現実にはほとんど想定することがで
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きないからである。

3 結論

以上、 大法廷判決の 2 つの基準にもとづいて公務員の不利益処分手続のあり

方を検討 してきた。 その結呆明らかになったことは、 公務員の不利益処分は、

憲法の適正手続の要請が妥当する典型的な行政処分のひとつであるということ

であるO そこで必要とされる適正手続の具体的内容については、 なお詰めた検

討が必要ではあるが、 大法廷判決がこれを「事前の告知、 弁解、 防御の機会」

といい、 行手法が不利益処分の手続につき聴閉または弁明の機会の付与を定め

ていることからするならば、 具体的形態はともかくとして、 被処分者に対して

予定される処分の内容と処分理由を事前に告知し、 それについて被処分者が十

分な主張・反論と立証をなす機会を保障することが、 その基本的内容となるで

あろう。 そして、 以上の結論は、 憲法上の根拠をやJに求めるかはともかくとし

て、 公務員の不利益処分における告知・聴聞等の事前手続の保障を憲法上の要

請とみなす多くの学説の見解 ( 四参照 ) とも一致するものである。

以上の点からするならば、 公務員の不利益処分について何らの手続規定も置

いていない現行法の現状は、 公務員の身分保障という観点から見ても、 また適

正手続の整備を不可欠の要素とする現代法治主義の要請から見ても、 きわめて

異常な事態といわざるをえない。 もし不利益処分手続に関するこの法の沈黙

が、 なんらの事前手続を踏むことなしに公務員に対して不利益処分を課すこと

を許容する趣旨であるとするならば、 かかる現行法制の内容は明らかに違憲と

評価せざるをえないことになるO

しかし、 公務員の不利益処分に対しでも憲法上の適正手続の要請が及ぶとい

う上記の解釈を現実に活かしていくためには、 法の沈黙は事前手続を踏まない

で不利益処分を行うことを許容する趣旨ではなく、 公務員は直接憲法にもとづ

いて適正な事前手続を要求する権利を有している、 という解釈も十分に成り立
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ちうるものと考えられるO 公務員の不利益処分に対する行手法の適用除外の趣

旨が、 公務員の不利益処分における事前手続の保障の必要性を否定するもので

はなく、 むしろ公務員法による適正手続の整備を促す趣旨であることはすでに

見たとおりである。 国公法・地公法が今日に至るまでこの課題を怠ってきたこ

とは、 それ向体国会と政府の重大な責任といわなければならず、 今後の公務員

制度改革のなかで早急な法的整備が求められると ころであるが、 このような立

法的解決に至るまでの聞は、 現行法の憲法適合的解釈という観点に立って、 現

行法のもとでも骨知・聴聞等の手続の要請が憲法から直接導かれ、 かかる手続

を踏まずになされた公務員の不利益処分は違憲・違法であるとする解釈がとら

れるべきである。 そして、 このような解釈を前提とした場合には、 国公法74条

l項・地公法27条1項が分 限・懲戒の「根本基準」として定める「公正の原

則IJJは、 まさにこのような憲法上の手続的公正の趣旨を合意するものと解すべ

きことになろうO

注

(1 ) I身分保 障jと いう語は、 法令上 は、 法定 の事 由 によ ら なければ降任・免職等 の分

阪処分 を受 け ないこ とを定めた国公法78条の条 文見出 しとして用いられ ているだけであ

る。 この ため、 国 公法の解 説においては同条の規定 を指して身分保 障とされるの が通常

であるが ( 浅井清『新版国家 公務員法 精 義j (学陽書房、 197 0年 )337 頁以下、 鹿児島重

治 ほ か 編 『逐条国家 公務員法j(学陽書房、 1988年) 596頁以下〔藤原恒夫執筆J)、 一般

には、 本文 で 紹介し た引用に も昆られるよ うに、 懲戒処分 も含めて法 定事 由によ ら な け

れば免職等 身分に関 わる不利益処分を受 けること が ないこと さら には、 その ことが

事 後の行政争訟によ って担保 され ていることーー という意味で 用いられることが多 い。

本稿におい て も、 こ の意味で 身分保 障の語を用いることとし たい。

( 2  ) 鹿児島重治 『逐条地方公務 員 法 (第2 次改訂 版)Jl ( 学陽書房、 1984年)4 25-4 26頁。

( 3  ) 分 限 処分・懲戒 処分以外にいか なる行為 が 不利益処分に含 ま れるかについては、 と

くに 転任処分 (配置換え・配置転換を含む) の不利括処分性 をめ ぐって議論 が な されて
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いるが、 本稿で はこの点 に は立ち入ら な い 。

(4 ) 処分事由 説明書に関する規定は、 凶公法 では 第3章・第6節 ・ 第3款・第2 1=1 I職

員の意 に反する不 利 益 な処分に 関する審査Jの冒頭に 、 地 公法 で は第3 章・第8節 ・ 第

4款 「 不利益処分に 関する不服申立 て」の冒頭 に そ れぞれ置かれている。

(5 ) もっ と も、 行手法は申 請 に対する処 分と 不利益処分に 関する行政手 続と し て 「 理由

の提示」 を定 めており (8 条 ・ 1 2条)、 そ の意 義については、 ① 事 後の 不服申立や訴訟

に 便宜 を与えること 、② 行政庁 の恋意 を抑制し処分 の適正 化 を図ること 、 の 2点 にある

こと が判 例 法理と して確立している。公務員に 対する処分事由 説明書 の交付 はこの理 由

提示に相当するもの であり、 行手法 が 理由提示 を 行政手続の 一環と して位置づけている

と し 寸 意味において、 処分事由説 明書 もーー と くに 上記②の意義の点 で一一事前手続 の

一環と み なすこと は可能である。 ただ、 上記① に も見られるよ う に、 理由提示の意義は

直接的 には 不服申立との関係に見出すこ とがで き、 こ の意 味 で はやは り本来の事前手 続

である聴聞や弁明の機会とは区別して考えるべき ものと思 われる。

(6 ) 職員の分 限に関する手続及 び効果に関する条例 (案) 2 条 、 職員の懲 戒 及ぴ効果に

関する条例 (案 ) 3 条 。

( 7 )  成同頼明「懲 戒 処分 の 手続②」同編I公務員判例百選Jl (有斐閣、 1986年) 65頁。

(8 ) 臨時 行 政改革推進審議会「公正 ・ 透明 な 行政手 続法制の整備に 関する答 申J (199 1 

年1 2月1 2tl )ジュリ ス ト994号(199 2年) 63 頁。

(9 ) 総務庁 行政管理局編『逐 条解説 行政手続法 (増補 ) j (ぎょうせい、 1994年) 56頁。

|司書 の後継書 である行政管理研究センター編『逐条解 説行政子続法I (ぎょうせい、

200 6年)69-70 頁も同 じ 。

(10) 総務庁行政管理局編注(9) 42頁。行政管理研究センター編注(9) 56頁も同巳。

(ll ) 室井力ほか 編 『行政手 続法・行政 不服審査法 (第 2版)J (日本評論社 、 200 6年) 4 1  

- 4 2頁 (本多 i竜夫執筆)。 本多の別稿におけ る以卜の 批判 も参照。「一 般行政手続j去に適

用除外を設ける趣旨は、 適用除外 の対象となる行政分野 に ついての ム覧性 の確保 と当該

行政手 続法の法政 策の 明確化にあると されるが、 特に 後者 の点 からすると 、 (ii) に 属す

るとされた 分野 (特殊 な 行政 分野 の 行政手続で 一般的に規律すること が適当で な い もの

として適用除外された もの一一晴[LJ)につ いては問 題が多 い。 実際には、 従来よ り特 別

権力関係 と されてきたり、 権利性 が否定 されてきた行政領域が重点的に適用除外 と され

ており、 果たしてこれで 「行政 の近代化』と いえるのか は疑 わしい 。J(本多 滝犬「行政

改革と行政手続法制定 の謀題j修道法学15巻l号(1993 年) 75頁) 。

(1 2) 紙野健二「行政 手続法の運用課題 J 法律時報66巻4 号(1994年) 4 頁。
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(13) 芝池義一刊行政手続法』の検討J公法研究56号(1994年) 160頁。

(14) 南博方=高橋滋編『注釈行政手続法.1 (第一法規、 2000年) 100頁(寺田友子執筆) 。

(15) 磯村篤範「総則から意外と本音が見えてくるj法学セミナー479号(1994年) 40ー41

頁。

(16) 1993年10月21日の衆議院内閣委員会における高木光参考人の説明 (第128回国会衆

議院内閣委員会会議録3 号7 頁)。

(17) 塩野宏『行政法田(第3版).1 (有斐閣、 2006年) 276頁。

(18) 室井力「行政手続法とその課題jジ‘ユリスト1039号(1994年) 32頁。

(19) 高橋滋 『行政手続法.1 (ぎょうせい、 1996年) 151-152頁。

(20) 室井力ほか編注(11) 55-56頁 (本多滝夫執筆)。

(21) 阿部泰隆『行政の法システム(下) (新版).1 (有斐閣、 1997年) 535頁。

(22) 行手法の検討の基となったものは行政手続法研究会 (第2次)の中間報告(1989

年)であるが、 これに先立つ第l次行政手続法研究会の要綱案 (1983年)では、 一般法

である行政手続法の適用除外について、「次の者を加えるべきかどうか、 検討の余地が

あるjとして、「公務員に対する不利益処分手続jをそのlつにあげていた。ここでは、

公務員に対する不利益処分は、 最初から 適用除外とされたわけではなく 、 検討事項の 1

つにあげられていたにとどまるO行政手続法研究会「行政手続法研究会報告一一法律案

要綱 (案)Jジュリスト810号(1984年) 45頁参照。

(23) 第3次行革審「公正・透明な行政手続法制の整備に関する答申J(1991年) の「行

政手続法要綱案取りま とめの基本的考え方jの四参照。

(24) 総務省行政管理局編注( 9 ) 56頁。 行政管理研究センター編注( 9 )  69-70頁も同

じ。

(25) 仲正『行政手続法のすべて.1 (良書普及会、 1995年) 77頁。

(26) 同前127頁。

(27) 小早川光郎編 『ジ‘ユリスト増刊・行政手続法逐条研究.1 (有斐閣、 1996年) 332-333 

頁。

(28) 同前334頁。

(29) 塩野注(17) 276頁。

(30) 松井茂記「憲法と行政手続j公法研究56号(1994年) 197頁。

(31) 松井茂記・高橋滋「行政手続J法学教室255号(2001年) 98頁における松井発言。

(32) 橋本公旦『日本国憲法 (改訂版).1 (有斐閣、 1988年) 299頁。

(33) 遠藤博也『実定行政法.1 (有斐閣、 1989年) 157頁。
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(34) 田村悦一「行政手続履践の不公正と処分の取消事由J鈴木忠ーほか編『実務民事訴

訟講座8 ・行政訴訟I.! (日本評論社、 1970年) 176-177頁。

(35) 阿部泰隆『行政裁量と行政救済.1 (三省堂、 1987年) 223頁。

(36) 同前224頁。

(37) 同前226頁。

(38) 兼子仁『地方公務員法.1 (北樹出版、 2006年) 92-93頁。

(39) 島田陽一「公務員の懲戒免職処分と公正手続J労働判例437号(1984年) 11頁。

(40) 同前12頁。

(41) 室井力ほか編注(11) 56頁(本多滝夫執筆)0 

(42) 田中館照橘「公務員法総説j雄川一郎ほか編『現代行政法大系9 ・公務員・公物』

(有斐閣、 1984年) 29-30頁。

(43) 青木宗也・室井力編『基本法コンメンタール・地方公務員法(新版).1(日本評論

社、 1999年) 117-118頁(原野趨執筆)。

(44) 学説⑫は、 地方公務員法の逐条解説において分限処分に関する同法28条の解説とし

て書かれたものであるが、 同じ著者による懲戒処分手続に関する解説ではI懲戒手続自

体の適正化は、 今まさに求められているところのものであるということができょう」

(青木宗也・室井力編注(43) 127頁(原野麹執筆)) とされているので、 懲戒処分につ

いても妥当する叙述とみなすことができょうO

(45) 分限処分の手続が問題となった裁判例としては鹿児島地判昭40・ 4 ・ 5 行裁例集団

巻5 号823頁があるが、 これは公立小学校教員の分限免職処分に当たって教育委員会の

会議を公開しなかったことが違法かどうかが問題となったもので、 告知・聴聞等の事前

手続が問題となった事例ではない。

(46) [1 ]の第1審である福岡地判昭26・ 5 ・18行裁例集2巻7 号1098頁は、[1 ]と同

様の理由で、 懲戒委員会が原告に対して予め懲戒申立書の送付をしなかったことについ

て、 被告懲戒委員会の手続に重大な暇抗があるとして懲戒免職処分を取り消したが、 第

2審の福岡高判昭29・ 6 .22行裁例集5巻6 号1518頁は、 懲戒申立書の不送付を実質上

被控訴人の利害関係に重大な影響を及ぼすべき手続上の暇庇であるとはいい難いとし

て、 被控訴人の請求を棄却している。

(47) ただし、[ 2 Jと[ 5 Jが本文に紹介した手続上の違法を理由に懲戒免職処分を取

り消したのに対して、[ 9 Jは、 戒告処分が懲戒処分のなかでは最も軽い処分であるこ

と、 告知・聴聞の手続の履践を欠いたことにより事実の認定に影響を及ぼす可能性がな

かったこと等を理由に、 戒告処分を裁量権の濫用として違法となるものということはで
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き な い とし て いる。

(4 8) 均野 宏「行政法I ( 第 4 版H (有斐閣、 20 05年) 248 -25 2良参照。

(4 9) 藤 田 宙靖 『第 4 版 行政法I (総論) [増補版H (青林書院 、 200 6年) 14 2頁。

( 50 )  園部逸夫裁判j '山 は、 大 法廷判 決 に付 し た 意見 のな か で、 l ' 、 わゆ る法治 主 義 の原 理

(子 続邸J 法治 国 の原瑚) 、 法の適正 な 手続 又 は過程 (テ、 ユ ー - プ ロ セス ・ オ ヴ ・ ロ ー )

の理念 その他 行政手 続に 関す る 般原則 に照らし て j 、 「行政月二 の処分のうち 、 少 な く と

も、 不 利 益処分 ( 名 宛 人 を特 定し て 、 こ れに義務 を課 し 、 又 は その権利 利 益 を制 限 する

処分 ) に つい て は、 法律上 、 原則 とし て 、 弁 明 、 聴 聞 等何 ら か の適正 な 事前子 続の規 定

を置 く こ とが、 必要 である j と述 べて いるが、 こ こ で も、 聴 聞 等 の適正子叶売が要請 さ れ

る行為 とし て 行子 法 卜 の不 利益処分 の定義とほぼ同様 の定義 (上記括弧 内 ) が与 え ら れ

て い ることヵマ上 目 さ れる。

( 5 1) 民 家公務 員 の場合 、 昇 給 に当 た っ て 人 事 監 督 者 に よ る勤 務 成 績 の証 明 が必 要 とさ

れ、 証明 をえ ら れな い職員は昇給 できな い ものとさ れて い る ( 人 事 院規則 9-8 第35条) 。

懲戒処分で あ る戒告を受 け た 者 はこの証明 が え ら れな いこ とにな り、 こ のこ とは、 人事

院 関係者 に よ っ て 、 戒 告 の効果 とし て 説 明 さ れて い る (鹿 児 島 重 治 ほか 編 注( 1 )  67 1 

頁 [鈴木純 」執筆1 ) c 

( 5 2) 同公 法制 条4 項 、 一般職 の職員 の給与 に 関する法律2 3条、 地 公 法28条 3項 、 職 員 の

分限 に 関する手 続及 び効 果 に 関 す る条例 ( 案) 4 条 2 項 な ど 参照。

( 5 3) 行手 法 2 条4 号の「義務 を課 し 、 又 は その権利 を制 限 する」 という概念 に つい て

は、 相 手 方 の権利保護 の観点 から 「狭 く 解 するべきではな く 、 要 するに名 宛 人 に対 し 不

利 栓 な il、効果 をもたら す処分は 不 利 益処分であ るJ ( 室井力は か 編注 (11 ) 28頁[芝池

義 執筆J ) とする柔軟 な 解 釈がとられて い る。 こ のこともま た 、 公務 員 の 不 利 益処分

が行 千 法J . の不 利益処分に該 当 するとし 、 う 本文 で述 べ た 評価 を容易 に するもの であ る。

( 54 )  大 法廷判 決 は、 第 2 基準 の具体的 判 断 において 、 「 新 空港 の設置、 管理等 の安全 と

いう国 家 的 、 社 会経済的、 公益的 、 人道的見 地から その確保 が極 めて 強 く 安請 さ れて い

るもの であっ て 、 高度 か つ緊急 の必要性 を右ー するもの であ るこ とな ど を総 合較量 i し た

結果、 事前 子続 の規 定を欠 く 成 田 新 法 が憲法 31条 に違反 し な いとし た。 ここで は、 空港

の安全性 の確保 とL 寸 国 家 的公益と高度 か つ緊急 の必要性 とは並 列 的 に述 べ ら れて いる

よ う に も見 え るが、 本文 で述 べ た趣 旨 からするな らば、 前者 は後者 との関 連 において 初

め て 意味 をもつ ものと解 すべきこととな ろ う 。 な お、 大 法延判 決 が手続規定 を欠 く 成 回

新 法 を合 憲とし たこ とに対 し て は、 学説上批判 が少 な く なし ミ 。 木佐茂 男 「工作物使用禁

止命令 と事前子 続」小 早 川 光郎 ほか 編 『 行政半Ij 例 百 選 ( 第 5版) JI (2006年) 244- 21 5頁

158 



およ び そこ にあ げられ ている文献 参照。

(55 )  総 務庁 行政管理 局編 注(9 ) 134-135 頁、 行 政管 理研究セン タ ー編 注( 9 )  175 -177 

頁 、室井 )J ほ か編 注0 11 153頁 (高橋正徳執筆) 参照。

(56) 行政子続 法15条 I 項 は、 聴 河 を 行う場合 に は、 聴 間 期 日 ま でに 「相 当 な期 間J を お

いて処分の名 あ て人 に対 し処分の内 容等 を 通知 し なけれ ば な ら ないと定め ている。 こ の

「相 当 の期 潤 」 の解釈 につき、 総 務庁 行 政管 理局編 注( 9 ) は、 「不利益処分の内 容 ・

性質 に照らし て、 その名 あ て人と なるべき者 が防御 の準備を するのに 必 要 な時 間 であ る

か どうか という観点か ら判 断 さ れ る必要 があ るものと考 えており、 基本 的 にはケ ー ス パ

イ ケ ース で判 断 さ れ るものとしているJ (160頁) と述 べているが、 同 法13 条 2 項 1 号の

聴 聞 ・ 弁 明 子 続を とる時間的 余裕 の ない 「緊急 に 不 利主主 処分を する必 要 があ るとき」 の

解釈 との関係 で は、 聴 問 ・ 弁 明 手 続を 終 えるま での期 間 を 「通常 今週 間 か ら1 0日 程度 」

(134頁 ) としてい る ( 行政管理 研究セ ン タ ー編 注(9 ) 201、 175良 も|司 じ) 。 公務員の

不 利益 処分の場合 、 被 処分者 の準備と の 関係 で 1 週 間 か ら 10日 というのは短 す ぎ ると思

わ れ るが 、 通常 の場合数週間程度 あ れ ば足 りるの では な いか と忠 われ る。
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